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１．はじめに 
 産学連携が活発化し，例えば，大学と企業が共同で研究を進める「共同研究」は，年々増加し，平

成 20 年度の実績は 17,683 件と報告されている 1)．しかし，「共同研究」の実施件数だけをみても大規

模大学に集中し中小企業と大学との「共同研究」の伸びが鈍いなどの問題があること 2)，中小企業と大

学とが連携する上での課題の指摘 3)など，現状を詳細に見ていくと様々な課題があることが伺える． 
 資源の乏しい我が国が，国際競争力を強化し，持続的な成長を続けていくためには，新しい製品や

サービスの創出が不可欠であり，これを実現していくためには「イノベーション」が不可欠であると

述べられている 4)．国内に目を移すと，地域間の格差が問題視され，かつ，高齢化の加速や人口減少が

地方ほど早まる傾向にあり，地域の活性化が重要な課題となっている．地域の活性化，特に，産業の

活性化においては，「地域イノベーションの創出」が火急の課題となっている．地域でのイノベーショ

ン創出には，その創出を支える体制やシステムなどの仕組み作りと，その仕組みを活用しイノベーシ

ョン創出を行う人材の育成を同時に進めていく必要があると，第３期科学技術基本計画 5)（2006 年 3
月）で指摘されている．しかし，大都市圏や工業地帯を除く多くの地方では，地域イノベーションの

創出を担う企業や研究機関に限りがあり，かつ，人材についても少ないと言わざるを得ない．このよ

うな現状から地方においてイノベーションの創出を実現し，各地域での産業を活性化していくために

は，イノベーションの創出を担う人材の育成とその人材を活用した創出システム，あるいは，仕組み

を，産学官の連携で実現していく必要があると考えられる． 
 このような状況を鑑み，本研究は，産学官の連携による新事業の創出，さらには，テクノロジーイ

ノベーションの創出，の促進を目指し，①それらの創出を担う技術系人材の効果的な育成に活用でき

る教材を開発すること，さらには，②創出を支えるシステムの構築に向けて地域イノベーションの創

出をモデル化することを目的に開始した． 
 今回は，研究に至った背景，目的を紹介すると共に，昨年度行った研究の成果について報告する． 
 
２．事例の解析・モデル化と人材育成用の教材の開発 
 大都市圏周辺や工業集積地帯など一部の地域を除くいわゆる「地方」と呼ばれる地域では，産学官

のプレイヤーそのものが限られていること，さらには，中小企業が産業の中核を担っていることから，

イノベーション創出を担える人的資源やその能力には限りがあるといわざるを得ない．このため，地

域においてイノベーションの創出を促進していくためには，十分な能力を有する人材を育成していく

ことが不可欠であると言える． 
 このような状況で，地方に位置する大学や高専などは，地域における高等教育の中核として，かつ，

研究の中核として，その役割を担っていくことが強く求められている．新事業の創出やイノベーショ

ンの創出のための人材育成は，MOT 教育が有効と考えられる．現在の MOT 教育の教材や書籍 6)は，

大企業やベンチャー企業の新事業創出を対象としたもの，あるいは，経営の観点が強調されたものが

多いようである．また，実例を基にしたイノベーション創出のためのテキスト 7)も発刊されつつあるが，

アメリカの事例であることや大企業向けの傾向の強さが感じられる．今後，地域における人材育成を

進めていくにあたり，中小企業の経営者や技術者，大学などの研究者などの技術系の人材育成を目的

とした教材が必要である．  
 本研究では，このような課題に着目し，地域におけるイノベーションの担い手である中小企業の経

営者や技術者，大学などの研究機関の研究者，さらには，将来の担い手である高等教育機関の学生を

主なターゲットとし，技術系の人材に焦点をあて効果的に MOT の実践人材やイノベーション創出人材

の教育を行える教材の開発を一つの目的とした．教材としては，取り巻く地域の情勢にあった身近な

事例を手本とすることが好適であると考えられる． 
 そこで，これまで産学官連携で，企業と大学とが共同で研究・開発し，実用化に至った事例を調査

し，きっかけから実用化までの経緯を明らかにし，MOT（Management of Technology，技術経営）の視

点から解析を行い，成功要因や各段階でのマネジメントのポイントを明らかにする．さらに，異なる

地域での事例の解析結果を比較しモデル化する．このような調査，解析，モデル化を進めることで，

新事業創出やイノベーション創出を担う人材育成や教育で活用できる教材の開発を試みる． 
 さらには，事例の解析から実用化に結びつけるための要因を抽出することで，イノベーション創出

のモデル化を行う．イノベーション創出のモデルは，創出システムの構築などの支援施策に反映させ

ることが期待できる． 

 



３．事例調査 
 島根大学における共同研究の実績をもとに，企業と大学とが共同で研究・開発し，実用化に至った

事例をピックアップした．その中で，相手先が大学の所在の近隣の企業で，かつ，現在も当該企業と

大学教員との連携が継続している分を調査対象とした． 
 調査は，企業の経営者や産学連携の担当者および担当した教員に直接ヒアリングを行い，実施した．

主な調査項目は，a)連携のきっかけ，b)研究～開発～事業化までの経緯の詳細，c)新事業と既存（従来）

事業との関連，距離感，d)大学教員への影響，e) 企業側の影響，f)特許などの知財について，である． 
 

 

４．調査結果 
 今回，対象としたのは，島根大学

の S 先生と Y 社とが共同研究を実施

し，健康食品として事業を行ってい

た資源を他の事業分野に展開するこ

とで，事業の拡大を実現した事例で

ある 8)．Y 社は，松江市に本社を置

く，資本金約 5000 万円，従業員数１

３人(H21 年 3 月時点)の規模の企業

である． 
 きっかけは，企業から大学に相談

があり，S 先生を紹介したことであ

る．その後の流れの概略を図１に示

した．この研究は，S 先生の本来の

研究と直結するものではなかったが，

企業が示した製品の効果に関するデ

ータに興味を持ったこと，S 先生の

研究分野の基盤となる知識や経験を活用することで道が開けるとの判断から，共同研究が始まった．S
先生の主な役割は，資源となる Y 社の既存製品の展開先のアドバイスとその有効性の学術的評価であ

った．教育の観点から，研究室の学生も関与し，結果として当時の学生は Y 社に就職し，その後の連

携のキーパーソンとなった．また，Y 社も産学連携の有用性や製品に対する学術的裏付けが事業展開，

特に，大企業との取引実現に有効であることを理解し，社長自らが社会人学生として修士課程で学ぶ

こととなった．さらに，他大学との連携もスタートすることとなった．双方をヒアリングした印象で

は，社長の熱心さと先生の企業のことを考えた対応が，連携が継続するポイントのようである．Y 社

は，既存事業とは異なる食品関連や飼料関連の分野での事業展開に成功し，また，共同研究の実績や

成果が良い評価を得て，大企業との取引も実現できた．中小企業が研究開発に本格的に取り組み，そ

の効果を実感できた結果，修士卒以上の学生を必要として人材を確保し，その人材がキーとなりさら

に産学連携が深まる，あるいは，広がっていった事例である． 

◆水産養殖飼料事業化

◆食品添加物

⑦新たな展開

①事業拡大の検討
（生物ミネラルの適用
拡大による事業展開）

②適用先の調査
（市場，技術）

③事業プラン

④技術的課題

（現象論として効果が
認められた事象につい
て，原因の究明と理論
化

⇒信頼性の確保）

（特記事項：

・島大の卒業生の就職

・出願と権利化

・社長の大学院進学）

・生物ミネラル

（飲料水，健康食
品，化粧品で事業
化）

・生物ミネラル製
造技術

Y社

・高安全性食品添加物

・食品添加物代替品

・水産養殖用飼料

・畜産飼料

・S教授
機能性無機材料
生物無機材料
殺菌工学
水質環境工学

島根大学

事業化開発研究基盤

◆水産養殖飼料事業化

◆食品添加物

⑦新たな展開

①事業拡大の検討
（生物ミネラルの適用
拡大による事業展開）

②適用先の調査
（市場，技術）

③事業プラン

④技術的課題

（現象論として効果が
認められた事象につい
て，原因の究明と理論
化

⇒信頼性の確保）

（特記事項：

・島大の卒業生の就職

・出願と権利化

・社長の大学院進学）

・生物ミネラル

（飲料水，健康食
品，化粧品で事業
化）

・生物ミネラル製
造技術

Y社

・高安全性食品添加物

・食品添加物代替品

・水産養殖用飼料

・畜産飼料

・S教授
機能性無機材料
生物無機材料
殺菌工学
水質環境工学

島根大学

事業化開発研究基盤

共同研究
・理論付（原因究明）
・効果の検証

・企業の人材育成

⑤⑧⑧ ⑤

⑥

連携の維持

 

図１ きっかけから実用化までの流れ 

 
５．まとめ 
 今後，事例調査を継続すると共に，解析を進める．また，座学用やケーススタディ用など教材のイ

メージ化を明確にし，それに合った整理を行い，教材の試作を進める予定である． 
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